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グローバル・ガバナンス時代における IASC/IASB



































































































Ⅱ 1990年代までの IASCと IOSCO/SECの関係
























































































tractive industries, real estate）」の企業は対象外としている（IOSCO［2000］






























の組織〕構造に〔深く〕関与し続けるであろう（IOSCO will continue to be in-
















ここでは，IASCの 30の核となる IASの公表―2000年に IOSCOは是認して
いる―と，それに至るまでの IOSCO/SECのコメント／スタッフ・レターを
分析する。まず，IOSCOの 30の核となる IASはつぎのようになっている。





















































5 SECからのスタッフ・レターがあった（討議資料「財務諸表の表示」に対して 1995年 8
月 7日に提示）。
6 SECからのスタッフ・レターがあった（公開草案 53号「財務諸表の表示」に対して 1996
年 11月 17日に提示）。
7 SECからのスタッフ・レターがあった（真実かつ公正な外観に対して 1997年 3月 31日に
提示）。
8 その他のコメントレターの名称は省略する。






 IAS 5，財務諸表で開示すべき情報（IAS 1によって取替えられた。1998年 7月 1日より有効）
コメント・レターはない。
 IAS 7，キャッシュフロー計算書




 IAS 9，研究開発コスト（IAS 38によって取り換えられた。1999年 7月 1日より有効）
1 IOSCOからのコメント・レターがあった（IAS 9に対して 1996年 9月 20日に提示）。
 IAS 10，偶発事象（1999年に改訂）








5 SECからのスタッフ・レターがあった（公開草案 49号「法人所得税」に対して 1995年 6
月 28日に提示）。









ンス関して 1995年 2月 7日に提示）。
4 SECからのスタッフ・レターがあった（公開草案 51号「セグメント別財務情報」に対し





1 IOSCOからのコメント・レターがあった（公開草案 56号「リース会計」に対して 1997年
9月 8日に提示）。





1 IOSCOからのコメント・レターがあった（公開草案 54号「従業員給付」に対して 1997年
5月 1日に提示）。














1 IOSCOからのコメント・レターがあった（投資財産に関して 1998年 7月 6日に提示）。
2 その他のコメント・レターの名称は省略する。

















1 IOSCOからのコメント・レターがあった（討議資料「中間財務報告」に対して 1997年 4
月 21日に提示）。







1 IOSCOからのコメント・レターがあった（公開草案 55号「資産の減損」に対して 1997年
11月 21日に提示）。








1 IOSCOからのコメント・レターがあった（討議資料「無形資産」に対して 1994年 6月 17
日に提示）。
2 IOSCOからのコメント・レターがあった（公開草案 60号「無形資産」と公開草案 61号
「企業結合」に対して 1997年 5月 7に提示）。
3−9 その他のコメントレターの名称は省略する。
10 SECからのスタッフ・レターがあった（公開草案 60号と 61号を是認することに関して
1997年 8月 21日に提示）。
11 SECからのスタッフ・レターがあった（無形資産に関して提案された最終の〔会計〕基









て 1998年 10月 27日に提示）。
（出所）IOSCO（2000）pp.110−114.
ここで，IASが図表 1―30の核となる IAS―と異なり 34になっているのは，
このうちの 4つの国際会計基準―（IAS 5号），（IAS 9号），（IAS 13号）
および	（IAS 25号）の IAS―は別の IASに取替えられ，核となる IASになら
なったことを意味している。この図表 2では，IOSCOと SECが 1993年 8月








・IOSCO（1996年 10月 24日）…IOSCOからのコメント・レターがあった（公開草案 53号「財
務諸表の表示」に対して提示）。











・IOSCO（1996年 4月 25日）…IOSCOからのコメント・レターがあった（公開草 51号「セグ
メント別財務情報の報告」に対して提示）。
・SEC（1996年 7月 11日）…SECからのスタッフ・レターがあった（公開草案 51号「セグメン
ト別財務情報」に対して提示）。
 IAS 17，リース（1997年に改訂）
・SEC（1997年 9月 5日）…SECからのスタッフ・レターがあった（公開草案 56号「リース会
計」に対して提示）。
・IOSCO（1997年 9月 8日）…IOSCOからのコメント・レターがあった（公開草案 56号「リー
ス会計」に対して提示）。
 IAS 19，従業員給付（1998年に改訂）
・SEC（1997年 3月 18日）…SECからのスタッフ・レターがあった（公開草案 54号「従業員給
付」に対して提示）。





・SEC（1997年 8月 21日）…SECからのスタッフ・レターがあった（公開草案 60号と 61号を
是認することに関して提示）。










・IOSCO（1998年 10月 20日）…IOSCOからのコメント・レターがあった（公開草案 62号「金
融商品：認識と測定」に対して提示）。








1997年 5月 19日）の 5つのレターがあった。その内，SECスタッフ・レター





























年 10月 6日），IOSCOコメント・レター（公開草案：1998年 10月 20日），







































IASCの招待を受け入れ，「Raymond C. lauver, James J. Leisenringおよび An-
thony T. Cope」の FASBのメンバーを，議決権のないオブザーバーとして































図表 4に示されている IASBのメンバーは 14名で，アメリカが 5名，イギ
リスが 2名，オーストラリアが 1名，カナダが 1名，フランスが 1名，ドイツ





および 1人のオーストラリア人（five from the United States, the two Britns,




門技術者や前国内〔会計〕基準設定者（techies and former national standard
図表 4 IASBの設立当初のメンバー












































Garnett（南アフリカ：Anglo American Plc），および Schmid（スイス：Nestle）
―，研究者から 2名―Barth（アメリカ：Stanford大学教授）とWhittington
（イギリス：元 Cambridge大学教授）―が選ばれたが，財務報告の利用者集団
8 ここで，Zeffは，利用者集団から 1名は，実際に「証券市場のプロの利用者（a pro-







1988年に FASBのメンバーで，当時 IASCのオブザーバーとなった James J.











































































束と，〔IASCに対する〕拒否権の〔行使という〕脅し（pledges of support and
threats of veto）」を交互に発動することで，「SECは，国際的な〔会計〕ルー
ルの内容について，非常に大きな影響力を〔IASCに〕行使してきた（SEC ex-
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